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前文 

締約国は、 

世界人権宣言及び国際連合の障害者の権利に関する条約において宣明された無差別、機会の均等、施設及

びサービス等の利用の容易さ並びに社会への完全かつ効果的な参加及び包容の原則を想起し、 

視覚障害者その他の印刷物の判読に障害のある者の完全な発達を害している諸課題に留意し、また、その諸

課題により、これらの者が、他の者との平等を基礎としてあらゆる種類の情報及び考えを求め、受け、及び伝え

る自由を含む表現の自由（自ら選択するあらゆる形態の意思疎通によるものを含む。）、教育を受ける権利の享

受並びに研究を実施する機会について制限されていることに留意し、 

文学的及び美術的著作物の創作を促進し、及びその創作に報酬を与えるものとして著作権の保護が重要で

あること並びに視覚障害者その他の印刷物の判読に障害のある者を含む全ての者が地域社会の文化的な生活

に参加し、芸術を享受し、並びに科学の進歩及びその利益を共有するための機会を増大させることが重要であ

ることを強調し、 

社会における機会の均等を達成するに当たり視覚障害者その他の印刷物の判読に障害のある者が発行され

た著作物を利用することに対する障壁を認識し、また、利用しやすい様式の著作物の数を増大させること及び



これらの著作物の流通を改善することの双方の必要性を認識し、 

視覚障害者その他の印刷物の判読に障害のある者の多数が開発途上国及び後発開発途上国において生活し 

ていることを考慮し、 

各国の著作権法における相違にかかわらず、強化された国際的な法的枠組みにより、新たな情報通信技術が

視覚障害者その他の印刷物の判読に障害のある者の生活に及ぼす肯定的な影響を増大させることができるこ

とを認め、 

多くの加盟国が視覚障害者その他の印刷物の判読に障害のある者のために自国の著作権法において制限及

び例外を定めているが、これらの者にとって利用しやすい様式の複製物の形態で利用可能な著作物が引き続

き不足していること、これらの者のために著作物を利用しやすいものとする当該加盟国の努力に相当の資源が

必要とされること及び利用しやすい様式の複製物の国境を越える交換ができないためにこれらの努力の重複

が生じていることを認め、 

著作物を視覚障害者その他の印刷物の判読に障害のある者のために利用しやすいものとするに当たり権利

者が果たす役割が重要であること並びに著作物を視覚障害者その他の印刷物の判読に障害のある者のために

利用しやすいものとするための適当な制限及び例外が特に市場がそのような利用の機会を提供することがで

きない場合には重要であることの双方を認め、 

著作者の権利の効果的な保護と一層広範な公共の利益（特に、教育、研究及び情報の利用）との間の均衡を

保つ必要があること並びにそのような均衡が視覚障害者その他の印刷物の判読に障害のある者のために著作

物を利用する効果的な及び適時の機会を促進しなければならないことを認め、 

著作権の保護に関する既存の国際条約に基づく締約国の義務並びに文学的及び美術的著作物の保護に関す

るベルヌ条約第九条その他の国際文書に定める制限及び例外に関するスリー・ステップ・テストの重要性及び柔

軟性を再確認し、 

世界知的所有権機関の一般総会により二千七年に採択され、開発に関する考慮が同機関の活動の不可分の

一部を成すことを確保することを目的とする開発のためのアジェンダの勧告の重要性を想起し、 

国際的な著作権制度の重要性を認め、また、視覚障害者その他の印刷物の判読に障害のある者が著作物を

利用する機会を促進し、及びこれらの者による著作物の利用を容易にするために制限及び例外について調和を

図ることを希望して、 

次のとおり協定した。 

第一条 他の条約との関係 

この条約のいかなる規定も、締約国が他の条約に基づいて相互に負う義務を免れさせるものではなく、また、

締約国が他の条約に基づいて有する権利に影響を及ぼすものではない。 

第二条 定義 

この条約の適用上、 

(a)「著作物」とは、発行されているか又は他のいかなる媒体において公に利用可能なものとされているかを問

わず、文学的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ条約（以下「ベルヌ条約」という。）第二条に規定する

文学的及び美術的著作物であって文字、記号又は関連する図解の形式によるものをいう。 

(b)「利用しやすい様式の複製物」とは、受益者に著作物を利用する機会（視覚障害その他の印刷物を判読する

上での障害のない者と同様に実行可能かつ快適な利用の機会を含む。）を与える代替的な方法又は形式によ

る当該著作物の複製物をいう。利用しやすい様式の複製物は、専ら受益者によって利用されるものであり、ま

た、代替的な様式で著作物を利用しやすいものとするために必要とされる変更及び利用の容易さについて

の受益者のニーズを十分に考慮した上で、原著作物の完全性を尊重するものでなければならない。 

(c)「権限を与えられた機関」とは、政府により、受益者に対して教育、教育訓練、障害に適応した読字又は情報を

利用する機会を非営利で提供する権限を与えられ、又は提供することを認められた機関をいう。この機関には、



主要な活動又は制度上の義務の一として受益者に同様のサービスを提供する政府機関及び非営利団体を含む。 

権限を与えられた機関は、次のことを行うための実務の方法を確立し、これに従う。 

(i) 当該権限を与えられた機関によるサービスの提供の対象者が受益者であることを確認すること。 

(ii) 当該権限を与えられた機関が利用しやすい様式の複製物を受益者又は権限を与えられた機関にのみ譲渡

し、及び利用可能とすること。 

(iii) 許諾されていない複製物の複製、譲渡及び利用可能化を防止すること。 

(iv) 第八条の規定に従って受益者のプライバシーを尊重しつつ、当該権限を与えられた機関が継続的に著作

物の複製物の取扱いについて十分な注意を払い、及び記録すること。 

 

第三条 受益者 

受益者は、他の障害の有無を問わず、次のいずれかに該当する者である。 

(a)盲人である者 

(b)視覚障害又は知覚若しくは読字に関する障害のある者であって、そのような障害のない者の視覚的な機能

と実質的に同等の視覚的な機能を与えるように当該障害を改善することができないため、印刷された著作

物を障害のない者と実質的に同程度に読むことができないもの 

(c) (a)及び(b)に掲げる者のほか、身体的な障害により、書籍を持つこと若しくは取り扱うことができず、又は

読むために通常受入れ可能な程度に目の焦点を合わせること若しくは目を動かすことができない者 

 

第四条 利用しやすい様式の複製物に関する国内法令上の制限及び例外 

１ (a)締約国は、受益者のために著作物を利用しやすい様式の複製物の形態で利用可能とすることを促進する

ため、自国の著作権法において、著作権に関する世界知的所有権機関条約に定める複製権、譲渡権及び公衆

の使用が可能となるような状態に置く権利の制限又は例外について定める。国内法令に定める制限又は例

外については、著作物を代替的な様式で利用しやすいものとするために必要な変更を認めるものとすべき

である。 

(b) 締約国は、受益者が著作物を利用する機会を促進するため、公に上演し、及び演奏する権利の制限又は例

外を定めることができる。 

２  締約国は、自国の著作権法において次の及びに規定する制限又は例外を定めることにより、１に規定する全

ての権利について１の規定を実施することができる。 

(a) 権限を与えられた機関は、次の全ての要件が満たされる場合には、著作物について、その著作権者の許諾

を得ることなく、利用しやすい様式の複製物を作成すること、利用しやすい様式の複製物を他の権限を与えら

れた機関から入手すること及びあらゆる手段（非商業的な貸与及び有線又は無線の方法による電子的な伝達

を含む。）により受益者にこれらの複製物を提供すること並びにこれらの目的を達成するためにあらゆる中間的

な措置をとることが認められる。 

(i) この(a)に規定する活動を行うことを希望する権限を与えられた機関が、当該著作物又はその複製物を合

法的に利用する機会を有していること。 

(ii)当該著作物が利用しやすい様式の複製物に変換されていること。その変換については、利用しやすい様式

において情報を認識するために必要な手段を含めることができるが、当該著作物を受益者にとって利用しや

すいものとするために必要な変更以外の変更をもたらさないものとする。 

(iii) (ii)に規定する利用しやすい様式の複製物が専ら受益者によって利用されるよう提供されること。 

(iv) この(a)に規定する活動が非営利で行われること。 

(b) 受益者又は当該受益者のために行動する者（主たる介護者を含む。）は、当該受益者が著作物又はその複

製物を合法的に利用する機会を有する場合には、当該受益者の個人的な利用のために当該著作物の利用し



やすい様式の複製物を作成することができ、又はその他の方法により当該受益者が利用しやすい様式の複

製物を作成し、及び利用することを支援することができる。 

３ 締約国は、第十条及び第十一条の規定に基づいて自国の著作権法において他の制限又は例外を定めること

により、１の規定を実施することができる。 

４ 締約国は、この条の規定に基づく制限又は例外を、自国の市場において受益者が特定の利用しやすい様式

では妥当な条件により商業的に入手することができない著作物に限定することができる。この４の規定を用

いる締約国は、この条約の批准、受諾若しくは加入の時に、又はその後いつでも、世界知的所有権機関の事務

局長に寄託する通告において、その旨を宣言する。 

５ この条の規定に基づく制限又は例外を報酬の対象とするか否かは、国内法令の定めるところによる。 

 

第五条 利用しやすい様式の複製物の国境を越える交換 

１ 締約国は、利用しやすい様式の複製物が制限若しくは例外に基づいて又は法令の実施によって作成される場

合には、権限を与えられた機関が、当該利用しやすい様式の複製物を他の締約国の受益者若しくは権限を与

えられた機関に譲渡し、又は他の締約国の受益者若しくは権限を与えられた機関の利用が可能となるような

状態に置くことができることを定める。 

２ 締約国は、自国の著作権法において次の(a)及び(b)に規定する制限又は例外を定めることにより、１の規定

を実施することができる。ただし、これらの制限又は例外は、権限を与えられた機関が、次の(a)又は(b)の規

定により譲渡し、又は利用可能化を行う前に、利用しやすい様式の複製物が受益者以外の者のために利用さ

れるであろうことを知らなかった場合又は知ることができる合理的な理由を有しなかった場合に限る。 

(a)権限を与えられた機関は、権利者の許諾を得ることなく、専ら受益者による利用のために、利用しやすい様

式の複製物を他の締約国の権限を与えられた機関に譲渡し、又は他の締約国の権限を与えられた機関の利

用が可能となるような状態に置くことが認められる。 

(b)権限を与えられた機関は、権利者の許諾を得ることなく、かつ、第二条(c)の規定に従い、利用しやすい様式

の複製物を他の締約国の受益者に譲渡し、又は他の締約国の受益者の利用が可能となるような状態に置く

ことが認められる。 

３ 締約国は、４、第十条及び第十一条の規定に基づいて自国の著作権法において他の制限又は例外を定める

ことにより、１の規定を実施することができる。 

４ (a)締約国の権限を与えられた機関が１の規定に基づいて利用しやすい様式の複製物を譲り受け、及び当該

締約国がベルヌ条約第九条の規定に基づく義務を負っていない場合には、当該締約国は、自国の法律上の制

度及び慣行に従い、当該利用しやすい様式の複製物が当該締約国の管轄内で受益者のためにのみ複製され、

譲渡され、又は利用が可能となるような状態に置かれることを確保する。 

(b)締約国が著作権に関する世界知的所有権機関条約の締約国である場合又は締約国がこの条約を実施する

ための譲渡権及び公衆の利用が可能となるような状態に置く権利の制限及び例外を、著作物の通常の利用

を妨げず、かつ、権利者の正当な利益を不当に害しない特別な場合に限定する場合を除くほか、権限を与え

られた機関が１の規定に基づいて行う利用しやすい様式の複製物の譲渡及び利用可能化は、当該締約国の管

轄内に限定される。 

(c)この条のいかなる規定も、何が譲渡の行為又は公衆の利用が可能となるような状態に置く行為に該当する

かについての決定に影響を及ぼすものではない。 

５ この条約のいかなる規定も、権利の消尽に関する問題を取り扱うために用いてはならない。 

 

第六条 利用しやすい様式の複製物の輸入 

締約国の国内法令は、受益者、受益者のために行動する者又は権限を与えられた機関が著作物の利用しやす



い様式の複製物を作成することを認める範囲において、これらの者が権利者の許諾を得ることなく受益者のた

めに利用しやすい様式の複製物を輸入することを認めるものとする。 

 

第七条 技術的手段に関する義務 

締約国は、効果的な技術的手段の回避を防ぐための適当な法的保護及び効果的な法的救済について定める

場合には、受益者が当該法的保護によりこの条約に定める制限及び例外を享受することを妨げられないことを

確保するため、必要に応じて適当な措置をとる。 

 

第八条プライバシーの尊重 

締約国は、この条約に定める制限及び例外の実施に当たり、他の者との平等を基礎として受益者のプライバ

シーを保護するよう努める。 

 

第九条国境を越える交換を促進するための協力 

１ 締約国は、権限を与えられた機関が相互に特定することを支援するための情報の自発的な共有を奨励する

ことにより、利用しやすい様式の複製物の国境を越える交換を促進するよう努める。世界知的所有権機関国

際事務局は、このため、情報の入手先を設ける。 

２ 締約国は、第五条の規定に基づく活動を行う自国の権限を与えられた機関が、各国の権限を与えられた機関

の間で情報を共有すること並びに適当な場合には当該締約国の権限を与えられた機関の方針及び実務の方

法に関する情報（利用しやすい様式の複製物の国境を越える交換に関するものを含む。）を利害関係者及び

公衆にとって利用可能なものとすることの双方により、第二条（ｃ）に規定する実務の方法に関する情報を利

用可能なものとすることについて、支援することを約束する。 

３ 世界知的所有権機関国際事務局は、利用可能な場合には、この条約の実施に関する情報を共有するよう要

請される。 

４ 締約国は、この条約の目的及び趣旨を実現するための各国の努力を支援するために国際協力及びその促進

が重要であることを認める。 

 

第十条 実施に関する一般原則 

１ 締約国は、この条約の適用を確保するために必要な措置をとることを約束する。 

２ この条約のいかなる規定も、締約国が自国の法律上の制度及び慣行の範囲内でこの条約を実施するための

適当な方法を決定することを妨げるものではない。 

３ 締約国は、受益者のための制限若しくは例外、他の制限若しくは例外又はこれらの組合せにより、自国の法律

上の制度及び慣行の範囲内で、この条約に基づく権利を行使し、及びこの条約に基づく義務を履行すること

ができる。これらの制度及び慣行には、受益者のニーズを満たす公正な慣行、取引又は利用についての当該

受益者の利益となる司法上、行政上又は規制上の決定であって、ベルヌ条約、他の国際条約及び次条の規定

に基づく締約国の権利及び義務に適合するものを含めることができる。 

 

第十一条 制限及び例外に関する一般的義務 

締約国は、この条約の適用を確保するために必要な措置をとるに当たり、次の(a)から(d)までの規定に従い、

当該締約国が、ベルヌ条約、知的所有権の貿易関連の側面に関する協定及び著作権に関する世界知的所有権

機関条約（これらの条約の解釈に関する合意を含む。）に基づいて有する権利を行使することができ、並びにこ

れらの条約に基づいて負う義務を履行する。 

(a)締約国は、ベルヌ条約第九条(2)の規定に従い、複製が著作物の通常の利用を妨げず、かつ、その著作者の



正当な利益を不当に害しないことを条件として、特別な場合について当該著作物の複製を認めることができ

る。 

(b)締約国は、知的所有権の貿易関連の側面に関する協定第十三条の規定に従い、排他的権利の制限又は例外

を、著作物の通常の利用を妨げず、かつ、権利者の正当な利益を不当に害しない特別な場合に限定する。 

(c)締約国は、著作権に関する世界知的所有権機関条約第十条(1)の規定に従い、著作物の通常の利用を妨げ

ず、かつ、著作者の正当な利益を不当に害しない特別な場合には、同条約に基づいて著作者に与えられる権

利の制限又は例外を定めることができる。 

(d)締約国は、著作権に関する世界知的所有権機関条約第十条(2)の規定に従い、ベルヌ条約を適用するに当た

り、権利の制限又は例外を、著作物の通常の利用を妨げず、かつ、著作者の正当な利益を不当に害しない特別

な場合に限定する。 

 

第十二条 他の制限及び例外 

１ 締約国は、各締約国が、その経済状況並びに社会的及び文化的なニーズを考慮し、その国際的な権利及び義

務に従い、並びに後発開発途上国の場合にはその特別のニーズ並びにその特有の国際的な権利及び義務並

びにこれらの柔軟性を考慮して、受益者のための著作権の制限及び例外であってこの条約に定めるもの以

外のものを各締約国の国内法令において実施することができることを認める。 

２ この条約は、国内法令に定める障害者のための他の制限及び例外に影響を及ぼすものではない。 

 

第十三条 総会 

１ (a)締約国は、総会を設置する。 

(b)各締約国は、総会において、一人の代表によって代表されるものとし、代表は、代表代理、顧問及び専門家

の補佐を受けることができる。 

(c)各代表団の費用は、その代表団を任命した締約国が負担する。総会は、世界知的所有権機関に対し、国際

連合総会の確立された慣行に従って開発途上国とされている締約国及び市場経済への移行過程にある締

約国の代表団の参加を容易にするために財政的援助を与えることを要請することができる。 

２ (a)総会は、この条約の存続及び発展並びにこの条約の適用及び運用に関する問題を取り扱う。 

(b)総会は、政府間機関が締約国となることの承認に関し、第十五条の規定により与えられる任務を遂行する。 

(c)総会は、この条約の改正のための外交会議の招集を決定し、当該外交会議の準備のために世界知的所有

権機関事務局長に対して必要な指示を与える。 

３ (a)国である締約国は、それぞれ一の票を有し、自国の名においてのみ投票する。 

(b)政府間機関である締約国は、当該政府間機関の構成国でこの条約の締約国であるものの総数に等しい数の

票により、当該構成国に代わって投票に参加することができる。当該政府間機関は、当該構成国のいずれか

が自国の投票権を行使する場合には、投票に参加してはならない。また、当該政府間機関が自らの投票権を

行使する場合には、当該構成国のいずれも投票に参加してはならない。 

４ 総会は、世界知的所有権機関事務局長の招集により会合するものとし、例外的な場合を除くほか、世界知的

所有権機関の一般総会と同一期間中に同一の場所において会合する。 

５ 総会は、コンセンサス方式により決定を行うよう努めるものとし、臨時会期の招集、定足数、種々の決定を行う

際に必要とされる多数（この条約の規定に従うことを条件とする。）その他の事項について手続規則を定める。 

 

 

第十四条 国際事務局 

世界知的所有権機関国際事務局は、この条約の管理業務を行う。 



第十五条 この条約の締約国となる資格 

１ 世界知的所有権機関の加盟国は、この条約の締約国となることができる。 

２ 総会は、この条約が対象とする事項に関して権限を有し、及び当該事項に関してその全ての構成国を拘束す

る自らの法制を有する旨並びにこの条約の締約国となることにつきその内部手続に従って正当に委任を受

けている旨を宣言する政府間機関が、この条約の締約国となることを認める決定を行うことができる。 

３ 欧州連合は、この条約を採択した外交会議において２に規定する宣言を行っており、この条約の締約国となる

ことができる。 

第十六条 この条約に基づく権利及び義務 

各締約国は、この条約に別段の定めがある場合を除くほか、この条約に基づく全ての権利を享有し、全ての義

務を負う。 

第十七条 この条約の署名 

この条約は、マラケシュにおける外交会議において、その後はこの条約の採択の後一年間、世界知的所有権

機関の本部において、この条約の締約国となる資格を有する国又は政府間機関による署名のために開放して

おく。 

第十八条 この条約の効力発生 

この条約は、第十五条に規定するこの条約の締約国となる資格を有する国又は政府間機関のうち二十の国

又は政府間機関が批准書又は加入書を寄託した後三箇月で効力を生ずる。 

第十九条 締約国についてこの条約の効力が生ずる日 

この条約は、次に掲げる日からこの条約の締約国となる資格を有する国及び政府間機関を拘束する。 

(a) 前条に規定するこの条約の締約国となる資格を有する二十の国又は政府間機関については、この条約が

効力を生じた日 

(b) (a)の国又は政府間機関以外の第十五条に規定するこの条約の締約国となる資格を有する国又は政

府間機関については、当該国又は政府間機関が世界知的所有権機関事務局長に批准書又は加入書を寄託し

た日から三箇月の期間が満了した日 

第二十条 この条約の廃棄 

いずれの締約国も、世界知的所有権機関事務局長に宛てた通告により、この条約を廃棄することができる。

廃棄は、同事務局長がその通告を受領した日から一年で効力を生ずる。 

第二十一条 この条約の言語 

１ この条約は、ひとしく正文である英語、アラビア語、中国語、フランス語、ロシア語及びスペイン語による原本一

通について署名する。 

２ 世界知的所有権機関事務局長は、いずれかの関係国の要請により、全ての関係国と協議の上、１に規定する言

語以外の言語による公定訳文を作成する。この２の規定の適用上、「関係国」とは、世界知的所有権機関の加

盟国であって当該公定訳文の言語をその公用語又は公用語の一とするもの並びに欧州連合及びこの条約の

締約国となることができる他の政府間機関であって当該公定訳文の言語をその公用語の一とするものをい

う。 

第二十二条 寄託者 

この条約の寄託者は、世界知的所有権機関事務局長とする。 

2013 年 6 月 27 日にマラケシュで作成した。 


